
【共通】 直近の決算日： 令和 7 年 3 月 31 日
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部 課

歳

歳 月222

* *

40代

その他

0

1

0

0

定款等に定める事業
１．労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律に基づく労働者派遣事業
２．経営相談、事務処理、経理処理、電算機処理その他各種産業上の業務処理の請負
３．広告代理業
４．有料職業紹介事業及び行政機関からの無料職業斡旋事業所の運営の受託
５．農畜産物の生産、加工、販売、貯蔵及び運搬
６．農業生産に係る作業受託
７．農業経営に係る研修
８．林業及び山林管理業務の受託・請負
９．木材・木工品及び製材加工品等の製造、加工、販売
１０．林業経営に係る研修
１１．水産業の受託運営及び管理
１２．水産物の養殖及び加工、販売
１３．水産業経営に係る研修
１４．人材の職業適性、能力の開発・検査・分析・調査・コンサルティング
１５．企業における従業員の採用手続及び教育研修業務の受託
１６．人材の募集・転職活動に関する情報の収集ならびに提供
１７．イベントの企画・運営
１８．前各号に付帯または関連する一切の業務

県OB

（株）ｱｿｳ･ﾋｭｰﾏ
ﾆｰｾﾝﾀｰ

長崎県農業協同組合
中央会

139,500

50,000

R6 民間区分 R4 兼務県職員R5 他自治体

農林 農業経営

24.37

7.89

２．組織・人員の状況（３月３１日現在）

派遣県職員

ホームページURL

資本金・
基本金等の額

(千円)

役員
（名）

常勤 1

　各年代別プロパー数(名)

民間
非正規雇用

うち県OB

60代以上

0

0

0

ﾌﾟﾛﾊﾟｰ

長崎県 農林部 農業経営課 課長補佐

0 0

R5

01

その他他自治体

2

1

4 4 2

　プロパー平均給料月額(千円)

20代以下

0

マネージャー

長崎県

（公）長崎県農林水産
業担い手育成基金

その他

総　額 100.00

上記役員以外の顧問等

取締役

50代

206

4

*

長崎県 水産部 部長

0

非常勤

主な出資者

44,500

0950-20-1201

県所管課

出資額(千円) 比率(％)

34,000

11,000

35.84

31.90

0.00

0.00

859-4807

１．団体の概要

団体名 エヌ（株）
本県農業者の労働力の安定供給と所得向上を目的に、県の出資団体、JA
グループ、人材派遣に関する専門的知見や運営ノウハウを有する民間企
業による共同出資で平成31年2月に設立された特定技能外国人材の派遣
会社。
根拠法は、出入国管理及び難民認定法。

設立目的、経緯及び根拠法

℡

Fax

設立年月日 平成31年2月4日

所在地等

0950-57-1832

n-entry@ahc-net.co.jpE-Mail

長崎県平戸市田平町里免27番地
1

うち県OB

5

240

1

合　計

非常勤 4

7

5 5

　常勤役員報酬年額(千円)

1人当たり人件費(R6、年代別)

　プロパー平均給料月額(千円)

R5 R6職員
（名）

7 8 9

20

長崎県 農林部 部長 取締役

非常勤

県派遣又は兼務職員

派遣

派遣
県職員

兼務
県職員

200

30代

209

R4 賞与月数

4.6

*

R6

出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表 様式①）

県の役職 団体での役職

2 1

R4

0

正規雇用

区分

0 1

県からの常勤又は非常勤役員

1人当たり人件費(年度推移)

3 0

平均年齢

*

51
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 組 織 図

株主総会 3 名

取締役会 4 名 事務局

代表取締役社長 1 名 諫早営業部 4 名

代表取締役副社長 0 名 経営企画室 4 名

代表取締役常務 0 名 北海道支店 1 名

取締役 3 名 東京事務所 0 名 （取締役が出張により対応）

監査役 1 名

〈当年度受入額〉 〈当年度末残高〉

貸付金

損失補償・債務保証額

１　政策目標

○

○

1

2

3

・出資
・農業・水産業の県内事業者への団体（事業体）の存在
及びそのサービス内容の周知。

法人に委ねる理由

「農業・水産業サービス事業体」が、労力支援を行う外国
人を雇用し、国内人材と併せ、ＪＡ出資法人等同産業経
営体に労働者派遣・登録支援サービスを行う。

説明
外国人材の雇用や労働者派遣事業については、関連する法制度が複雑であ
り、また、低コスト・高効率等持続可能な事業運営を実現する為には、事業関
連のノウハウを持ち、且つ事業運営管理業務及びコンプライアンス関係のバッ
クアップ体制が整った民間事業体との共同出資で法人を立ち上げ、同事業運
営を行うことが事業目的の達成及び安定的な事業運営を実現する上で必要不
可欠である。

その他

・予算計上無し。
・有料職業紹介事業については、戦略的に取り組むに
は人材の育成が必要となるため、当面は見合わせ。

３　事業実施状況

県が直接実施するよりも効果的・効率的に事業実施可能

・予算対比：102.8%、概ね「良」
・今後も、丁寧に拡大を行う。17,218千円

事業の評価、今後の方向性事業費(千円) 主な実績事業概要

特定技能の在留資格を持つ外国人材
を農業・水産業の事業体に紹介し、生
活就業支援のサービスを行う。

有料職業紹介事業

615,844千円

0千円

県の役割

特定技能の在留資格を持つ外国人材
を採用し、農業・水産業の事業体に労
働者派遣を行う。

・予算対比：110.5%、概ね「良」
・今後も、丁寧に拡大を行う。

事業名

団体の役割

労働者派遣事業

登録支援事業

0

県が直接実施することが困難

■外国人材の活用による産業、地域の活性化（総合計画）

■外国人等多様な人材の活用による労力確保対策の推進（活性化計画）

４．県の政策との関連性

２　県との役割分担

農業・水産業、その他県内の各種事業
体に対して、外国人材や日本人を有料
職業紹介する。

0

３．県財政負担の状況（千円）

0

0

出資金

委託料

0

補助金

２．組織・人員の状況（３月３１日現在）（続き）

0

0負担金 損失補償・債務保証残高

貸付金残高 0
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【共通】

５．中期経営計画等の進捗状況・事業目標の達成状況 ◎　達成　　○　一部達成　　×　未達成　　－　未実施

№

○

①

②

③

④ [１点]効果を概ね実現している　 [２点]十分実現している 1

（計画達成状況の判定）

判定項目 評価基準 点数

中期経営計画の策定

合計 5

事業目標の達成 [１点]事業目標を１項目達成 　　 [２点]２項目以上達成 2

県が期待する効果の実現

中期経営計画の目標達成 [１点]目標を１項目達成　　　　　　[２点]２項目以上達成 -

[２点]中期経営計画（計画期間３年以上）を策定している 2

評価結果 評価理由

十分実現している
R６年度は、順調に派遣人数を拡大することができ、目標を達成することができた。

概ね実現しているが未実現の部分がある

実現できていない

198
127 183 209

（県が期待する効果の実現）

事
業
目
標

③
223 204

（実績）

項目名

497,635 633,062

-432 18,893 19,126
528 17,118

②
2970

経常利益（単位：千円）
（計画）

（実績）

売上高（単位：千円）
（計画）

①
387,890 459,745 574,151
349,683（実績）

（目標値設定の根拠・考え方）

（翌年度に向けての改善事項等）

R4 R5

（目標値設定の根拠・考え方）

毎年19名の純増を目指す。Ｎ社員の採用・育成を丁寧に行い、お客様・スタッフ様から「信頼される会社創り」を目指す。

（翌年度に向けての改善事項等）

社員の採用と丁寧な育成。会社を維持・発展させるために継続すべき企業経営のの重要テーマ。

R6 備考

実績 (R　)

79 98 115 134 134

R6 計画上の目標値 最終年度

41 60

④

No. 項目名 達成状況

③

登録支援事業

633.0

R８ R９ R１０ R１１ (R11)

No. 項目名
R6 計画上の目標値 最終年度

実績 R７ R８ R９ R１０ R１１

最終年度
達成状況

実績 R７ R９ R１０ R１１ (R11)
計画上の目標値

R８

達成状況

中
期
計
画

社員の採用と丁寧な育成。会社を維持・発展させるために継続すべき企業経営のの重要テーマ。

859.1

(R11)

－

－

（目標値設定の根拠・考え方）

数字を追わず、お客様・スタッフ様からの信頼を高める事業展開を進める。

②

項目名
R6

労働者派遣事業 209 226

（翌年度に向けての改善事項等）

社員の採用と丁寧な育成。会社を維持・発展させるために継続すべき企業経営のの重要テーマ。

326 －

（目標値設定の根拠・考え方）

毎年15名の純増を目指す。まずは、Ｎ社員の採用・育成を丁寧に行い、お客様・スタッフ様から「信頼される会社創り」を目指す。

251 276 301 326

No. 項目名
R6 計画上の目標値

706.8

（翌年度に向けての改善事項等）

達成状況
実績 R７

779.3 818.2 859.1742.1

①

売上高

最終年度

No.

派遣人数（単位：人）
（計画）
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【公益法人会計基準適用法人以外用】 直近の決算日： 令和 7 年 3 月 31 日

①

②

③
④
⑤
⑥

-3,080.25 

※判定項目ごとに評価基準に基づき採点

各財務数値の増減理由及び各種引当金の設定状況等

対前々年度比対前年度比

-                    

-4,416.244.11

営業外収益(I)

101.65

131.28

140.71

-                    

110.94

18,440
-                    

営業外費用 64                  
-                    

19,349

　　うち県財政負担額(J)

-4,383.53

-

840                 法人税等 915                 
19,034-431

-1,346 

-

11.99

-
1                    

123.15
-194.95

38,190             

0.01

-

77.63

94.80

67,033             

18,963

100.25
141.22411,639           

76,357

-                    

売上高 経常損益 当期純損益 準備金計上前当期純損益

６．財務の状況

点数
R5R4

数値・比率数値・比率 数値・比率対前年度比

-2,451.30 3.02 79.58

R6

１．地道な営業活動により、派遣人数の積み上げと、登録支援サービスの拡大を進めることができた。
２．引当金の計上
(1) 貸倒引当金
　　売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については法人税法の規定に
　　基づき、期末債権残高の0.6％を貸倒引当金として計上しております。
(2) 賞与引当金
　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を引き当て計上しております。

-

141                 

-1,351.71

--                    

特別損益

18,194

-                    

94,391 123.62

94,391             
-                    -

76,357             

-63,143           

131.28
106,420

-                    

182,778

102.31
-                    

営業損益

経常損益(K)

224.66

304.76

-9,727

-                    -
売上原価

売上高(E)
-                    

497,635           

　　うち人件費(G)

負債合計

　　うち長期借入金
20,000             固定負債

販売費及び一般管理費
　　うち人件費(H) 31,012             

225.97292,540           

-                    

7,000.00

909                 

222                 

162                 
-

108.21

228.17

-                    

157.45
101.2419,127

101.35

70                   
-                    

-

101.35

85,972             

-                    
633,063           

128.24

127.21

527,872           
527,872           

19,219

128.24

128.25

123.62
-                    

71.44
-

-45,109           

133.8551,119             

106,968 100.51

【損益計算書】

-
411,639           

-                    -

16,080             
84.81
84.81

16,080             

-団体債務保証額
-

--                    
-県債務保証又は損失補償額

--                    

-

20,000             

82,890 169.96
58,162             

-                    
-                    

58,162 97.74

103.92139.07 90,888             
276.922,880               

　　うち県財政負担額(F)

-                    

-

-                    

142.31

-                    

-                    

18,960             

-                    
18,960             

128.39

-
94.80

-

-

87,460             
-1,040              

349,682           

-
174.93

-
130.30

-

-                    

その他
　　　 利益剰余金

　　　うち県借入額
　　うち退職給付引当金

株主資本

純資産又は資本合計(D)

97.74

-
-

100.00

101.68
--                    

-81,337           

100.00

-                    
218.6062,890             

141,052 110.2

110.43
129.17

199,872           

83.59
--                    

201,359

1,487               

R5

296                 
199,576           

繰延資産

6                    
180,879           

流動負債(C)

　　　うち県借入額
　　うち短期借入金

140,035           

-                    
1,017              

130.53

R4
対前年度比

140,029           

【貸借対照表】

　　うちたな卸資産

資産合計(B)

固定資産

金額

　　うち金銭債権額
2,000.00

1,779              

項　　　　　　　　　　目

129.6

246.67

流動資産(A)
110.34

（単位：千円、％）６．財務の状況

金額

129.25

R6
金額 対前年度比対前年度比

180,999           

600.00 120                 

130.53

4.11-431

153.68

56.15
9,360              136.54

291,491           232.98
66,869             

112.66

-1.0 

-                    

当期純損益率(L／E)

経常損益率(K／E) -0.12 3.80

-0.38 3.66 -949.83 

「財務の状況」判定項目

-                    

-

【事業（セグメント）別】
（会計方針の変更による影響額） -

準備金等計上前当期純損益

-

税引前当期純損益
91.80

71                  
18,893

当期純損益(L)
125.00

純資産又は資本合計比率(D／B) 0.041.23 41.78 101.31 46.88 112.21 113.68

-1.0 79.67 -756.73 2.91

流動比率(A／C) 0.0222.67 206.95 92.94 219.91 106.26 98.76
県財政負担率((F+J)／(E+I)) 0.00.00 0.00 0.00
人件費比率((G+H)／E) 0.092.23 90.39 98.01

-2.0 
91.46 101.18 99.17

合計
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【共通】

７．経営内容及び事業活動についての総合判定

（団体の自己評価）

５点以上：Ａ －４点以上５点未満：Ｂ －４点未満：Ｃ

概ね良好 改善の余地あり 一層の努力が必要

（県の評価）

※評価の内容、県評価での加点・減点、総合判定の理由

（加点・減点を行う場合は、点数及び理由を具体的に記載ください。）

（今後の県の関与の方針）

引き続き、農業・水産業の県内事業者へのエヌの周知や、利用希望者情報をエヌへ提供することで、エヌを通じた
労力確保を推進し、農業者の規模拡大および所得向上の実現を図るとともに、エヌの経営を支援する。

※事業活動・経営内容の評価・今後の課題及び改善事項等

合計点数 3.0

　設立以降、新型コロナウイルス感染症に起因する外国人材の新規入国制限などの不可抗力により、
数値目標を達成できない状況が続いた。R6年度は、派遣人数及び売上高や経常利益の数値目標に
ついて達成することができた。
　今後については、県内および北海道や長野県等への派遣拡大を図り、更なる経営の安定化を実現
する。

総合判定 B

総合判定 Ｂ

１．事業活動・経営内容の評価
　　コロナ禍による特定技能外国人材の入国制限が緩和されて以降、順調に当初の事業計画に基づき、事業展開を進めることができている。評価は概ね
「良」。

２．今後の課題
　（1）当社の営業担当社員の採用とその育成。事業関連法規が多岐に渡るため、営業担当社員の育成に、時間を要している。経験者の採用は、現実的に困
難な為、地道に育成を続ける。
　（2）最低賃金の上昇に伴い、派遣料金の値上げを毎年せざるを得ない状況。派遣先ターゲットである農家様には、労務費・派遣料、その他諸経費の負担が
重石になっており、派遣先様での
　　①諸経費増加分を価格に転嫁するしくみ創り、②生産性向上策の実施、が求められる。
　　当社としては、長崎県の農業分野への労力支援を安定的に提供するため、比較的利益率の高い①長崎県以外の地域（北海道・東北エリア）への派遣サー
ビスの拡大、②登録支援
　　サービスの拡大を行い、長崎県の農業派遣への「一円でも安い請求・一円でも高い（派遣社員への）支払い」を実現すべく、経営計画を進めています。
 （3）法令に則った、事業の推進。法令遵守に関する周知を、当社及びお取引様・特定技能外国人材へ徹底し続ける。法令違反の発生を未然に防ぐ。

「計画達成状況」「財務状況」の合計点数 3.0

5  31（株）エヌ


